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　人間開発報告書2013「南の台頭――多様な
世界における人間開発」は、今日の進化する地
政学に目を向け、新たに浮上してきた問題と傾
向、開発の状況を形成している新たな主体につ
いても検証する。
　本報告書は、多くの開発途上国がダイナミッ
クな主要経済国へとめざましい転換を遂げ、拡
大する政治的影響力とともに、人間開発の前進
に大きなインパクトを与えていることを論じる
ものである。
　過去10年間において、すべての国が、人間
開発指数（HDI）によって測られる教育、保健、
所得の各面において前進を加速させた――デー
タが入手できる国のなかで、2012年の HDI値
が2000年の値を下回った国は存在しない。地
域内、地域間で開発の度合いに格差はあるもの
の、開発のペースは HDIが低い国々においてよ
り速く、世界的に HDI値が著しく近づいた。
　本報告書は、1990 ～ 2012年の間に所得面と
非所得面の両方で HDIを大きく高めた国々に目
を向け、開発変容の中心的原動力を解き明かし、
そのような勢いを持続させることに資する将来
の政策優先事項を提言することによって、開発
に対する判断に大きく貢献するものである。
　本報告書のためにまとめられた予測では、
2020年までにブラジル、中国、インドの新興3
大国の総生産が、カナダ、フランス、ドイツ、
イタリア、英国、米国の総生産を上回ることに
なる。そして、この拡大の大部分が南南間の新
たな貿易と技術のパートナーシップによっても
たらされる。
　しかしながら、本年版および過去の人間開発
報告書の中心メッセージの1つは、経済成長の
みで自ずと人間開発の前進につながるのではな

いということである。貧困層のための政策と、
教育、栄養・保健、職業的スキルに焦点をあて
た人々の能力に対する大きな投資こそが、
ディーセントワーク（人間らしい働きがいのあ
る仕事）へのアクセスを広げ、持続的な開発を
支えるのである。
　人間開発報告書2013は、開発の勢いを持続
させるうえで4つの重要分野を特定している。
それは、ジェンダー面を含めた公平性の強化、
若者を含めた市民の発言と参加機会の拡大、環
境上の脅威への対処、人口動態の管理である。
　本報告書はまた、グローバルな開発という課
題が複雑性をさらに増し、国境を越えた性質を
帯びるなかにあって、それが貧困の根絶であ
れ、気候変動、平和と安全保障であれ、この時
代の最も差し迫った課題に対する協調行動が不
可欠であるという点も示している。貿易、移民、
情報通信技術を通じて世界の国々がますます緊
密になるなか、１か所での政策決定が別の場所
にも大きな影響を及ぼすことは当然視されてい
る。近年、食糧、金融、気候の危機によって、
おびただしい数の人々が苦しめられているとい
う事実が、この点を明示し、ショックと災害に
対する人々の脆弱性を和らげることの重要性を
物語っている。
　南における知識、ノウハウ、開発の考え方と
いう富を育むために、本報告書は、地域統合と
南南協力を促す力をもつ新たな機構の必要性を
訴える。南の新興大国は、すでに革新的な社会・
経済政策の源泉となり、また他の開発途上国に
とって貿易と投資、そして開発協力の主要パー
トナーともなっている。
　南では他の多くの国々も急速な発展を遂げて
おり、その経験と南南協力のいずれもが開発政

はじめに
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策を触発している。国連開発計画（UNDP）は知
識の仲介役として、またパートナーである政府、
市民社会、多国籍企業とのとりまとめ役として、
経験共有のための有用な役割を果たすことがで
きる。また学びと能力開発の促進においても、
私たちは中心的役割を担っている。本報告書
は、今後の南南協力への関与について、きわめ
て有用な洞察を導き出している。
　最後に本報告書は、より公平で平等な世界に
つながるグローバルなガバナンス機構のあり方
についても、批判的な視点から考察している。
すなわち、新たな経済と地政学の現実が反映さ
れていない時代遅れの構造を指摘し、新しい時
代のパートナーシップの選択肢を模索してい
る。また透明性と説明責任の向上も求め、その
ためのグローバルな市民社会の役割を強調し、
地球規模の難局によって最も直接的影響を受け
る人々――往々にして世界で最も貧しく、最も
脆弱な人々――に、より大きな意思決定の権限
を与えるよう提言している。

　本報告書は2015年以降の世界の開発課題も
取り上げている。私は、たくさんの人々が時間
を割いて本報告書を読み、この急速に変化する
世界に関する知見について熟考することを願っ
ている。この報告書は、世界の開発の現状に関
する私たちの理解を一新し、南の多くの国々で
の急速な開発の進展から、いかに多くのことが
学べるかを教えてくれる。

Helen Clark
ヘレン・クラーク

国連開発計画（UNDP）総裁



4      人間開発報告書 2013

人間開発報告書2013   目次

はじめに

謝辞

概要

序文

第1章  
人間開発の現況
国家の前進

社会統合

人間の安全保障

第2章 
よりグローバルな南
均衡の再調整──よりグローバルな世界、よりグローバルな南

人間開発の誘発要因

南におけるイノベーションと起業家精神

新たな協力のあり方

不確実な時代における持続的な成長

第3章 
開発変容の原動力
原動力1：積極的な発展志向国家

原動力2：グローバル市場の開拓

原動力3：確固とした社会政策のイノベーション

第4章 
勢いの持続化
開発途上国の優先すべき政策

人口と教育のモデリング

高齢化率の影響

積極的な政策の必要性

時機を捉える

第5章 
新しい時代のガバナンスとパートナーシップ
公共財の新しい捉え方

南の発言力強化

グローバルな市民社会

一体性のある多元主義に向かって

責任ある国家主権

新たな機構、新たなメカニズム

結論：新しい時代のパートナー

注釈

参考文献

統計別表
読者への手引き

各国の人間開発指数（HDI）ランク（2012年）

統計諸表

1　 HDIと構成要素

2　 HDIの動向 1980〜2012

3　 不平等調整済み人間開発指数(IHDI)

4　 ジェンダー不平等指数(GII)

5　 多次元貧困指数(MPI)

6　 資源の可用度

7　 保健

8　 教育

9　 社会統合

10　財とサービスの国際貿易

11　 資本の国際移動と移民

12　 イノベーションと技術

13　 環境

14　 人口動態

地域

統計関連参考文献

テクニカルノート：統計に関する説明



5 

南の台頭

　南の台頭は、そのスピードと規模において先
例のないものである。これは広範な人間開発と
いう観点、つまり世界の圧倒的大多数の人が暮
らす国々において個人の能力の劇的な向上、そ
して人間開発の持続的前進の物語として理解さ
れなければならない。現在のように、数十か国
と数十億人が開発の階段を上がるとき、それは
世界のすべての国と地域における富の創出と広
範な人間の進歩に直接的に影響を及ぼす。後発
開発途上国（LDCs）の追い上げに、そして先進
国にも恩恵をもたらしうる創造的な政策イニシ
アティブに、新たな機会が生まれている。
　大半の開発途上国が成果をあげているが、か
なりの数の国が「南の台頭」と呼べるだけの特に
大きな達成を果たしている。ブラジル、中国、
インド、インドネシア、メキシコ、南アフリカ、
トルコという大国が急速な前進を遂げている。
しかし、それより小さなバングラデシュ、チリ、
ガーナ、モーリシャス、ルワンダ、タイ、チュ
ニジアなども大きな前進を遂げている（図1参
照）。
　人間開発報告書2013は、南の台頭とその人
間開発に対する意味合いに焦点を合わせると同

概 要
2008 〜 09年の金融危機の間に先進国の経済成長は止まったが、開発途上国の経済成長は続いていると

いうことに世界が気付いた。それ以来、南側では遅すぎたグローバルなリバランシング（均衡の再調整）

と見なされている南の台頭について多くが語られることになった。この論議は通常、いくつかの大国の

GDP（国内総生産）と貿易の増加という狭い焦点に終始している。しかし実際には、それよりも広範な力学

が働いており、はるかに多くの国々、より深い傾向が関わり、人々の生活、社会平等、地域とグローバル

レベルにおける民主的ガバナンスに深い影響を及ぼす可能性がある。本報告書で述べるように南の台頭は、

持続的な人間開発への投資と業績の結果であるとともに、世界全体としてのさらなる人間の進歩への機会

でもある。その前進を実現するためには、本報告書において分析される政策の教訓をふまえたうえで、十

分な知識と理解に基づくグローバルな政策立案および国家の政策立案が求められている。

概要
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時に、南の台頭によってもたらされる大きな世
界の変化についても論じる。現在すでに達成さ
れている進歩、新たに浮上してきた課題（その
一部は成功の結果として）、そして発言力増強
によるグローバル、および地域的なガバナンス
のための台頭する機会について検証していく。
　この150年間において初めて、ブラジル、中
国、インドの新興3大国の総生産が、旧来の北

の先進工業国であるカナダ、フ
ランス、ドイツ、イタリア、英国、
米国の総生産とほぼ肩を並べた。
これは、世界の経済力の劇的な
均衡の再調整を表している。
1950年時点において、ブラジル、

中国、インドは世界経済の10%を占めるに過ぎ
ず、北の主要6か国が過半を占めていた。本報
告書の予測では、2050年までにブラジル、中国、
インドが世界総生産に占める割合は40%に達し

（図2参照）、現在の主要7か国の総生産を大き
く超える見通しにある。
　南の中間層は規模、所得、期待において急速
に成長している（図3参照）。何十億人もの消費
者や市民を抱える人口ゆえ、南の政府や企業、

国際機関の行動が世界の人間開発に及ぼす影
響もそれだけ大きくなる。南は今、北に比肩す
る技術的イノベーションと創造的な起業家精神
のあふれる地域として台頭している。南北貿易
において、新興工業諸国は先進国市場向けの複
雑な製品を効率的に生産する能力を築き上げて
いる。しかし、それと同時に南南間の相互作用
によって、南の企業は地域的ニーズにより見
合った製品とプロセスの調整やイノベーション
ができるようになった。

人間開発の現況

　2012年の人間開発指数（HDI）には大幅な前
進がみられる。この10年間、世界の国々は、よ
り高水準の人間開発に向かっている。HDIの上
昇ペースは HDI低位国と中位国において、より
速くなっている。これは朗報である。しかし前
進には、HDIの平均的上昇よりも多くのものが
求められる。HDIの上昇に所得不平等の拡大、
持続不可能な消費パターン、高水準の軍事支
出、社会的連帯の低さがつきまとっているのな
ら、それは望ましいことでも持続可能なことで

南は今、北に比肩する
技術的イノベーションと
創造的な起業家精神の
あふれる地域として
台頭している
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もなくなる（Box 1参照）。
　人間開発において不可欠なもの、それは平
等である。万人が自分の価値観と強い願望に
従って充実した人生を送る権利をもっている。
したがって「ふさわしくない」階級や国、「ふさ
わしくない」民族集団や人種、「ふさわしくない」
性別であることによって、短命や悲惨な人生を
運命づけられる人があってはならない。不平等
は人間開発のペースを遅らせ、場合によっては
完全に止めてしまう。世界全体では過去20年
間、保健と教育における不平等の減少が所得
における不平等の減少よりも大きく進んでいる

（図4参照）。世界の所得不平等が大きいという
点で、ほぼすべての研究結果が一致している
ものの、最近の動向については一致した見解は
出ていない。

よりグローバルな南

　世界の生産は、過去150年間には見られない
形で均衡の再調整をしつつある。国境を越えた
財、サービス、人、アイデアの移動が著しく拡
大している。2011年時点で、貿易は世界総生
産のほぼ60%に達している。これには開発途上
国が大きな役割を果たしている（Box 2参照）。
1980 ～ 2010年の間に、開発途上国は世界の
貿易に占める割合を25%から47%へ、世界総生
産に占める割合を33%から45%へと伸ばした。
さらに、開発途上地域は相互の結びつきも強め
ており、1980 ～ 2011年に南南貿易が世界の
貿易に占める割合は8.1%から26.7%へ拡大した

（図5参照）。
　すべての開発途上国が南の台頭に、本格的に
参画しているというわけではない。たとえば後
発開発途上国（LDCs）49か国の大半、ことに地
理的に閉ざされた国々、世界市場から隔てられ
ている国々の変化のペースは遅い。それでも、
その多くが南南間の貿易、投資、金融、技術移

転の恩恵を受け始めている。たとえば、中国の
成長の余波が他の開発途上国、ことに貿易相手
国に及んでいる。このような効果が、先進国に
おける需要の減退をある程度まで相殺してい
る。中国とインドの2007 ～ 10年の経済成長が
先進国の経済成長と同率で減速し
ていたなら、低所得諸国の成長率
は0.3 ～ 1.1ポイント低くなってい
たと推計される。
　また多くの国が、人間開発に寄
与する分野、ことに保健分野への
波及効果という恩恵も受けている。たとえば、
インドの企業がアフリカ諸国に安価な医薬品、
医療機器、情報通信技術関連の製品・サービス
を提供している。ブラジルと南アフリカの企業
も、それぞれの地域市場で同じことをしている。
　一方、大国からの輸出は負の効果を伴うこと
もある。つまり、大きな国々は小さな国々に対
して、経済の多角化と産業化の停滞につながり
かねない競争上のプレッシャーをもたらす。一
方、競争の波が産業の復活につながる場合もあ

すべての開発途上国が
南の台頭に
本格的に参画している
というわけではない

概要
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　今からほぼ半世紀前、哲学者トマス・ネーゲルは名高い論文

「コウモリであるとはどのようなことか」を発表した。私が問いた

いのは「人間であるとはどのようなことか」である。「フィロソフィ

カル・レビュー」誌に掲載されたネーゲルの洞察深い論文も実際に

は人間に関するものであり、コウモリには付随的に触れただけであ

った。ネーゲルは論点の1つとして、観察科学の研究者に働く誘惑、

つまりコウモリ（そして人間）であることの経験を、外側から簡単に

見て取れる脳や他の身体部位の物理的現象と結びつけて見極めよ

うとすることに対する深い懐疑の念を表している。コウモリあるい

は人間であることの感覚は、脳や体の特定の反応として見られ難

いものである。前者の複雑性は後者の扱いやすさによって解かれ

うるものではない（それがどれほど誘惑的なものであろうとも）。

　人間開発の最先端のアプローチも区別に基づく――ただし、ネ

ーゲルの基本的な認識論的対比といくぶん異なる種類の区別で

ある。1990年に創刊された人間開発報告書を通じてマブーブル・

ハックが切り拓いたアプローチは、一方に人間が価値を置くべき

理由をもつ「自由」を含めて、人間生活の豊かさを評価するとい

う難題、そしてもう一方にそれよりはずっと易しい、人あるいは国

家が手にする所得など外的資源の把握を据えている。国民総生産

（GDP）は、人の生活の質に比べると、はるかに可視的で計測しや

すい。しかし人間の幸福と自由、そして世界の公平、正義とのその

つながりは、多くの人々がその誘惑に駆られているのとは裏腹に、

単純にGDPとGDP成長率の測定に単純化することはできない。

　問題のすり替えに流されないためにも人間開発の本質的な複雑

さを認識することが重要である。この点こそ、GDPを補うため、そし

て一定範囲内でGDPに取って代わるための取り組みにマブーブル・

ハックを動かした中心的ポイントである。しかし、それに伴ってさ

らに難しい問題が現れた。そしてこれもまた、「人間開発アプロー

チ」と呼ばれるに至ったものの不可避な要素である。私たちは便

宜上の理由から、人間開発では一連のシンプルな指標を用いるこ

とができる。たとえば、ごくシンプルな加重方式でわずか3つの変

数に基づく人間開発指数（HDI）などである。しかし、探究はそこ

で終わるわけではない。計測しやすく有用で簡単な方法を拒絶す

べきではないが（HDIは人間生活の質についてGDPよりも多くを教

えてくれる）、継続的な取り組みの世界において、これらの簡単な

方法によって捉えられる短期的改善だけで完全に満足するわけに

はいかない。生活の質を評価することは、たとえ用いる変数と加重

方法の選択がどれほど正しかろうと、ただ1つの数字を通じてなさ

れうることよりもはるかに複雑な作業である。

　複雑さの認識にはまた別の重要な意味合いがある。この人間開

発報告書がことに強調している公的推論のきわめて重要な役割

は、この複雑性の認識からある程度生じている。靴のどの部分が

足に当たって痛いのかは履いた者にしかわからないのであり、痛

みを避けるための取り決めは、人々に発言権を与えて公共的議論へ

の参加機会を広げることなくして効果的になされえない。人々の幸

福と自由の評価におけるさまざまな要素の重要性は、公共政策の

立案に対する影響力をもつ継続的対話を通じてのみ正しく認識、

評価される。「アラブの春」をはじめとする世界各地での大衆運動

のようなイニシアティブの政治的重要性は、自分の生活に苦痛を与

える事柄、なくしたいと思っている不正義をめぐる他者との対話に

おける人々の自己表現の認識論的重要性によってのみ裏付けられ

る。他者と、そして政策立案者と議論すべき事柄は多々ある。

　また、ガバナンスの全層を通じて正しく認識されるべき対話の

責任には、今ここで自分の声によって憂慮を表すことのできない

人々の利益を代表することも含まれなければならない。人間開発

は、今ここに、まだいないからといって将来世代に無関心であるわ

けにはいかない。人間には、他者のこと、他者の生活のことを考え

る能力がある。そして、責任と説明責任をもつ政策の要諦は、現在

だけでなく将来の人々のニーズと自由の重要性に関して、狭い自己

中心の問題意識から広範な社会的理解に向けて対話を広げるこ

とである。これは単に、特定の1指標の内容に関わる問題、たとえ

ば、すでに中身が詰まっているHDIにさらなる何かを付け加えると

いうようなこと（いずれにせよHDIは「現在」の幸福と自由の指標で

ある）ではなく、人間開発の議論に上述のような他の問題が含まれ

るようにすることである。人間開発報告書は、詳細な説明と関連情

報の提示を通じて、この拡大化に貢献できる。

　人間開発アプローチは、人間生活の成功と剥奪の理解、熟慮と

対話の重要性の認識という困難な作業における大きな前進であり、

それを通じて世界の公平と正義を前進させるものである。性急な

観察科学の研究者の物差しでは簡単に測れないという点で、私た

ちはコウモリにかなり似ていようが、同時に私たちは、コウモリに

は簡単に得られないであろう方法で、それも現在と将来における自

分と他者の生活の多面的性格について考え、話すことができる。

人間であるとはどのようなことか

BOX 1 アマルティア・セン（ノーベル経済学賞受賞者）
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る。今日の競争関係は明日の補完関係へとたや
すく変わりうる。競争から協力への移行は、新
たな課題に対する政策にかかっているように見
える。

開発変容の原動力

　過去20年間、多くの国が大きな前進を遂げ
た。というのも南の台頭は、かなり広範にわたっ
ている。しかしそのなかでも、国民所得だけで
なく保健、教育などの社会的指標においても平
均水準以上の成果をあげている国々がある。（図
6参照）。
　これほど多くの南の国々が、どのようにして
人間開発の展望を転換させたのか。大半の国に
共通する大きな開発の原動力が3つある。それ

は、積極的な発展志向国家、グローバル市場の
開拓、確固とした社会政策とイノベーションで
ある。この3つの原動力は、開発のあり方に関
する抽象的概念から生まれたのではなく、多数
に及ぶ南の国々の開発変容から実証されている
ものである。これらの国々は、既定の処方箋的
アプローチに抗している。つまり、集産主義的
な中央管理の教えを退けると同時に、ワシント
ン・コンセンサスによって生まれた野放図な自
由化とも一線を画している。

原動力1：積極的な発展志向国家
　強力で信頼できる積極的な国家が、長期的な
ビジョンとリーダーシップ、共有された規範と
価値、信頼と結束を築く規則と機構に基づい
て、公的部門と民間部門の両方の政策をまとめ

  不平等による損失（%）   不平等による損失（%）   不平等による損失（%）
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　1990～2010年の開発途上国107か国のサンプルにおいて、約

87%がグローバルに統合されていると見なすことができる。すな

わち、これらの国々は貿易／生産比率を上昇させ、多数の本格的

な貿易相手国1 をもち、所得水準が同程度の国々よりも高い貿易／

生産比率を維持している。2　このような開発途上国はまた、世界

とのつながりもはるかに強くなっている。インターネットの利用が

劇的に拡大し、2000～10年の利用者拡大は平均年率30%を超え

ている。

　すべての国がグローバルに統合されているわけではないが、この

ような開発途上国は人間開発指数（HDI）を劇的に伸ばしており、

人間開発とグローバルな統合との関係も見て取れる。開発途上国

のなかで1990～2012年のHDIの伸びが最上位にある国々のほぼす

べて（ここでのサンプル中45か国）が、HDIの伸びにおいて下回る

他の開発途上国グループと比べて、世界経済との統合度が高く、貿

易／生産比率の上昇率も平均で約13ポイント高くなっている。こ

れは、開発途上国は開発の進歩とともに開放的になりやすいとい

う従来の知見と一致している。3

　グローバルな統合度とHDIが大きく伸びている国々には、新聞の

見出しを飾るような大国だけでなく、数十の小国や後発開発途上国

（LDCs）も含まれている。したがって、アルファベットの頭文字を合

わせて表されるような新興経済国グループよりもはるかに多様な大

群である。ちなみに頭文字を合わせて呼ばれているのは、BRICS（

ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカ）、IBSA（インド、ブラ

ジル、南アフリカ）、CIVETS（コロンビア、インドネシア、ベトナム、

エジプト、トルコ、南アフリカ）、MIST（メキシコ、インドネシア、韓

国、トルコ）などである。

　次ページのグラフは、HDIの伸び4とグローバル市場への参加の

度合いを示す指標貿易／生産比率の変化――――を座標で示した

ものである。これら開発途上国の80%以上が1990～2012年の間

に貿易／生産比率を高めている。かつHDIも大きく高めたサブグル

ープには、少なくとも80か国を相手に輸出または輸入をしていて

世界市場におけるグローバルな存在と見なされる3つの大国（イン

ドネシア、パキスタン、ベネズエラ）が含まれている。貿易／生産比

率が低下した2つの小国（モーリシャス、パナマ）も、所得水準が

同程度の国々に見込まれるレベルを大きく上回る貿易を続けてい

る。1990～2012年にHDIを大きく伸ばし、貿易／生産比率も上昇

した国々は、すべてグラフの右上象限に入っている。右下象限に入

っているのは、貿易／生産比率は伸びたがHDIの上昇が小幅だっ

た国々で、ケニア、フィリピン、南アフリカなどが含まれている。

南の世界経済との統合と人間開発

BOX 2

1. 2010～11年において200万ドルを上回った相互貿易。
2. 人口と地理的閉鎖性により調整を加えた貿易／GDP比率と1人当たり所得の回帰分析に基づく。
3. Rodrik (2001)を参照。
4. HDIの相対的上昇度は、1990年のHDIの対数に基づく1990～2012年のHDIの対数の変化の回帰による残差で測られている。グラフ左上象限に黒い丸で表示されている5か国は、HDIを大きく伸ばした一方で、1990～2010年の間に貿易／生産比率
が下がりつつもグローバルに多数の貿易関係を維持した、または1人当たり所得が同程度の国々に予測される貿易量を上回った国。右上・右下象限に白い丸で表示されている国々は、1990～2012年のHDIの相対的上昇度は中程度であったが、貿易／
生産比率が上昇した、または多数の貿易関係を維持した国である。
出典：人間開発報告書室が算出。貿易／生産比率はWorld Bank (2012a)から。

南における人間開発の前進と貿易の拡大
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上げる。永続的転換の達成には、国として一貫
性とバランスのある開発アプローチを採ること
が求められる。しかしながら、所得と人間開発
における持続的成長への点火に成功した国々
が、すべて1つのシンプルな方策に従っている
わけではない。各国はそれぞれ異なる課題を前
にして、さまざまな形の市場規制、輸出促進、
産業開発、技術的調整・改良を通じて対応して
いる。優先事項は、人々を中心に置いて機会の
拡大を促すと同時に、人々をリスクから守る必
要がある。レントシーキング（既得権益の悪用）
や縁故主義という政治的リスクもつきまとうが、
南の一部諸国はこの方法を通じて、経済の開放
とともに、それまで非効率と揶揄されていた産
業を輸出の初期原動力へと変えることに成功し
ている。
　大きくて複雑な社会においては、各々の政策
の成果は不明確とならざるを得ない。積極的な
発展志向国家は実用的に、一連の異なるアプ
ローチを試みる必要がある。すると、いくつか
の特徴が浮かび上がってくる。たとえば、人々
にやさしい積極的な発展志向国家は基本的な社
会サービスを拡充している。保健、教育などの
公共サービスを通じての人々の能力への投資
は、成長プロセスの付随物ではなく不可欠な一
部分である（図7および8参照）。良質な雇用の
急速な拡大は、人間開発を促す成長の1つの決
定的特徴である。

原動力2：グローバル市場の開拓
　グローバル市場が前進の加速に重要な役割を
果たしている。すべての新興工業国が「他の世
界が熟知したものを輸入し、他の世界が欲し
がっているものを輸出する」という戦略を追っ
ている。しかしそれにも増して重要なのは、そ
うした市場に対する関わり方である。人々に対
する投資がなければ、グローバル市場からのリ
ターンは限られる公算が大きい。成功は、急激

概要
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な開放からよりも、人々、機関およびインフラ
に投資しながら国内状況に沿って順を踏んでい
く世界経済との統合から生まれやすい。小さな
国々はニッチ製品への特化で成功を収めてい
る。この選択は往々にして、既存の能力または
新しい能力の創出に基づく何年にもわたる国家
による支援の結果である。

原動力3：確固とした社会政策とイノベーション
　かなりの水準の公共投資、それもインフラだ
けでなく教育と保健への投資なしに急速な成長
を持続している国は、ほとんど存在しない。目
的は、成長と社会政策が相互に強化し合うよう
な好循環を生み出すことでなければならない。
成長による貧困の減少は、所得不平等の大きな
国よりも小さな国において効果がはるかに高く
なりやすい。また、平等――とりわけ宗教や民
族・人種集団間の平等──の促進も社会的争い
の削減に寄与する。
　教育、医療、社会的保護、法的エンパワーメ
ント、社会の組織化は、いずれも貧しい人々の
成長を可能にする。成長によって所得がどこま
で広がるかは、セクター間のバランス、ことに
農村部に対する配慮と、雇用拡大の性質および
ペースが決定的な要因となる。しかし、そうし
た基本的な政策手段も、社会的に排除されてい
る集団のエンパワーメントにつながらない可能
性がある。社会の周縁にいる貧しい人々は、自
分たちの問題について声を上げることもままな
らず、政府も万人に対するサービスが意図どお
りに行き届いているかを確認するとは限らな
い。社会政策は、無差別と平等なあつかいを確
保することで、政治的および社会的な安定に不
可欠である包摂性を高め、基本的な社会サービ
スを提供するものでなければならない。基本的
な社会サービスは、健康で教育された労働力の
創出に対する寄与を通じて長期的な経済成長の
基礎となりうる。そのようなサービスのすべて
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が公的に提供される必要はない。しかし国家は、
すべての市民が人間開発の基本要件に安定的
にアクセスできる状態を実現しなければならな
い（Box 3参照）。人間開発を促進する開発変
容の政策課題は、このように多面的である。す
なわち、基本的サービスへのアクセスを普遍化
することによって、人々の資産を拡充する。恩
恵が広く及ぶ平等な成長を促すうえで、国家と
社会機構の働きを高める。経済活動と社会的流
動性に対する官僚的・社会的制約を削減する。

そして、リーダーシップの説明責任を確保する
ことである。

勢いの持続化

　南の多くの国がかなりの成功を実証してい
る。しかし達成水準の高い国々でも、今後の成
功は保証されていない。南の国々が人間開発の
前進ペースを保ち、その前進が他の国々にも広
がるようにするには、どうすればよいのか。本

　ニューヨーク市において、私たちは住民の生活改善にさまざまな

形で取り組んでいる。学校では教育の質の改善を続けている。ま

た、喫煙と肥満を減らしてニューヨーカーの健康も高めた。自転車

レーンの増設と数十万本の植樹により、街の景観も改善している。

　そして私たちは、貧困削減にも取り組んでいる。自活を促すため

のより良い方法を見つけ出し、若者に明るい未来を与えようという

ものである。この取り組みを率いる組織として、私たちは経済機会

センター（Center for Economic Opportunity）を設立した。その

使命は、革新的な教育・保健・雇用イニシアティブを通じて貧困の

循環を断ち切る戦略を策定することである。

　この6年の間に、センターは市の関連機関、数百にのぼる住民組

織と連携して50以上の試験的プログラムを立ち上げた。その1つひ

とつに固有の評価方法を定めて成果を確認しながら比較し、どの

戦略が貧困削減と機会拡大に最も効果的であるのかを見極めた。

成功したプログラムは新たな公的および民間資金を投入して継続

し、成功しなかったプログラムは打ち切り、資源を新しい戦略に

再投資している。このような結果は政府機関、政策立案者、パート

ナーの非営利団体、民間の寄付者、貧困の循環を断つ新しい方法

を求めている全米と世界の関係当局者たちと共有されている。

　ニューヨークは幸いにも、企業や大学にいる世界トップレベル

の優秀な人材に恵まれているが、私たちは世界中のプログラムか

らも学べる点が多いということを認識している。センターが活動の

第1歩として有望な貧困削減戦略に関する国際的な調査の実施を

したのも、この理由からにほかならない。

　2007年にセンターは「オポチュニティーNYC：ファミリー・リウォ

ーズ（Opportunity NYC : Family Rewards）」を創設した。米国で

初の条件付き現金給付プログラムである。他の20か国以上で運営

されている同様のプログラムを手本にしたファミリー・リウォーズ

は、貧しい世帯に予防医療、教育、職業訓練の機会を提供するこ

とによって貧困を削減する。制度設計に際してはブラジル、メキシ

コなど数十の国々から多くのことを学んだ。3年の試行期間を終え

るまでに、私たちは各国のプログラムのどの要素がニューヨーク市

で使え、どれが使えないかを学び取った。この情報が今、世界中の

新世代のプログラムに活かされている。

　オポチュニティーNYC：ファミリー・リウォーズの開始前、私はメ

キシコのトルカを訪問し、成功を収めているメキシコの現金給付

プログラム「オポチュニダデス（Oportunidades）」を自分の目で

確かめた。私たちは国連が主催している南北間の学習交換にも参

加した。そしてロックフェラー財団、世界銀行、米州機構（OAS）を

はじめとする機関や国際的な政策立案者からラテンアメリカ、イ

ンドネシア、南アフリカ、トルコの条件付き現金給付プログラムに

ついて学んだ。

　私たちの国際的な学習交換は現金給付プログラムに限らず、都

市交通の革新的なアプローチや新しい教育イニシアティブなどの

プログラムにも及んでいる。

　良いアイデアを独占する権利は誰にもない。だからニューヨーク

市はこれからも、他の都市や国の成功事例に学び続ける。そして新

しいプログラムを導入して評価したら、恩返しすることを忘れず、世

界中のコミュニティに永続的な変化をもたらしていく。

ニューヨーク市が南に貧困削減政策の教えを仰ぐ理由

BOX 3 マイケル・ブルームバーグ（ニューヨーク市長）

概要
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報告書は、それにつながる4つの重要分野を提
示する。すなわち、公平性の強化、発言と参加
機会の拡大、環境上の脅威への対処、人口動
態の管理である。そして本報告書は、何もしな
いことには重い代償が伴うことを指摘し、積極
的な政策を立案するよう主張する。

公平性の強化
　男女間、集団間などの公平性の強化は、そ
れ自体に価値があるのみならず、人間開発の
促進にも必須となる。そのための最も強力な手
段の1つが教育である。教育は人々に自信を与
え、より良い仕事に就くこと、公の議論の場に

参加すること、医療や社会保障などの
権利を主張することを容易にする。
　教育はまた、健康と生存率にも多大
な便益をもたらす（Box 4参照）。本
報告書のための調査から、子どもの生
存にとって母親の教育水準が世帯所

得や富よりも重要であり、政策介入は当初の教
育水準が低い国において、より大きな効果を生
むことがわかっている。これは政策に対して深
い意味をもつ知見であり、取り組みの焦点が世
帯所得の拡大から女子の教育向上へ移る可能
性もある。
　本報告書は、積極的な政策を立案すべき強
い根拠を示す。加速的前進のシナリオに基づ
けば、人間開発指数（HDI）低位国も、HDI高位
国と最高位国が達成した人間開発水準に近づ
くことができる。2050年までにサハラ以南ア
フリカ全体の HDIには52%の上昇（0.402から
0.612へ）、南アジア全体の HDIには36%の上
昇（0.527から0.714へ）が見込まれる。このシ
ナリオにおいて、政策介入は貧困との闘いにも
好影響を及ぼす。これに対し、何もしないこと
による代償は、ことに脆弱な HDI低位国にお
いてますます重くなっていく。たとえば、国民
皆教育という積極的な政策を採り入れなけれ

ば、次世代の人間開発に不可欠な数々の要素
に悪影響が及ぶことになる。
　
発言と参加機会の拡大
　人々が自分の生活を形作る出来事やプロセス
に意味ある形で参加できなければ、その国の人
間開発の道筋は理想的なものでも持続可能なも
のでもなくなる。人々は政策立案とその結果に
影響を及ぼせるようになるべきであり、ことに
若者は将来により大きな経済的機会と政治参
加、説明責任を見込めるようになるべきである。
　北でも南でも不満が高まり、人々は自分たち
の問題意識を訴える機会、そして政策、特に基
本的な社会保障に関わる政策に影響力をふるう
機会の拡大を求めている。最も積極的な抗議行
動には若者が含まれている。これには、教育水
準の高い若者の職が不足し、限られた雇用機会
しかない現状に対する不満の表れという側面が
ある。歴史は政府の無反応に対する民衆反乱で
あふれている。騒乱は投資と成長を阻害し、専
制的な政府は法と秩序の維持に資源を振り分け
るので、これは人間開発の脱線につながるおそ
れがある。
　社会がいつ転換点に至るのか、予測は難し
い。大衆の抗議行動、ことに教育を受けた人々
によるものは、経済的機会の暗い見通しによっ
て政治行動に参加する機会費用が下がった場
合に発生しやすい。このような「努力集約型の
政治参加」は、新たな形態のマスコミュニケー
ションを通じて容易に形成される。

環境上の脅威への対処
　気候変動、森林消失、水質・大気汚染、自
然災害のような環境上の脅威は万人に影響を及
ぼすが、最も打撃を受けるのが貧しい国々、貧
しいコミュニティである。気候変動はすでに慢
性的な環境上の脅威をさらに悪化させ、生態系
の喪失が特に貧しい人々の生計機会に縛りをか

本報告書は
積極的な政策を
立案すべき
強い根拠を示す
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けている。
　HDI低位国は気候変動の原因に最も関与して
いないにもかかわらず、年間降水量や降雨パ
ターンの急変により、農業生産や生計への打撃
を受けて最大の損失を被る可能性が高い。この
ような損失の規模は、気候変動に対する人々の
強靱性を高めるための施策を導入する緊急性を
浮き彫りにしている。
　何もしないことによる代償は重くなるはずで
ある。行動が遅れるほど、代償は重くなる。持
続可能な経済と社会を実現するために人間開発
と、低排出に係わる気候変動の目標、そして革
新的な官民ファイナンスのメカニズムを重ね合
わせる新しい政策と構造改革が必要である。

人口動態の管理
　1970 ～ 2011年の間に世界人口は36億人か
ら70億人に膨れ上がった。これら人口の教育
水準が高まるにつれ、人口増加率は下がること
になる。開発の展望は、人口の規模とともに年
齢構成にも影響される。重要性を増している問
題は依存率、すなわち15 ～ 64歳の生産年齢人
口に対する若年人口と高齢人口の比率である。
　一部の貧困国は、労働力人口の比率上昇とと
もに「人口ボーナス」に恩恵を受けることになる
が、それは強力な政策があった場合のみに限ら
れる。たとえば女子の教育は、人口ボーナスの
きわめて重要な根幹となる。教育を受けた女性
は、出産する子どもの数が少なく、子どもの健
康・教育水準が高くなりやすい。また多くの国

概要
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において、教育を受けた女性は教育を受けてい
ない人よりも高い給与を得ている。
　これに対し、それよりも裕福な南の地域は、
かなり異なる問題に直面することになる。人口
の高齢化につれて生産年齢人口の比率が下が
るからである。人口の高齢化率が問題になるの
は、もし開発途上国が貧しいままであった場合、
高齢人口のニーズを満たすことに困難が生じる
からである。多くの開発途上国が現在、人口の

配当による恩恵が完全に得られる短期間の好機
を迎えている。
　しかしながら、人口動態は決定論なのではな
く、少なくとも教育政策によって間接的に変え
られうる。本報告書は、2010 ～ 50年の期間に
関して2つのシナリオを提示する。教育の各レ
ベルにおいて就学率が変わらないとする標準シ
ナリオと、教育水準の最も低い国々が積極的な
教育達成目標を採り入れる早期達成シナリオで

　韓国では教育水準が急速に向上した。1950年代には学齢期人口

のかなりの部分が教育を受けていなかった。それが現在、韓国の

若年女性の教育水準は世界トップクラスで、半数以上が大学を卒

業している。その結果、将来の韓国の年配層は現在の年配層より

も教育水準が大幅に高くなる（グラフ参照）。そして教育と保健

は正の相関関係にあるため、将来の年配層は健康水準もずっと高

まることになる公算だ。

　高い就学率がこのまま続くとすれば、14歳未満の人口比率は

2010年の16%から50年時点で13%へ下がることになる。学歴構成

も大きく変わることになり、高等教育を受けた人口の比率は26%

から47%へ上昇すると予測される。

　一方、インドの構図は大きく異なっている。インドでは2000年

まで、成年人口の半数以上が正式な教育を受けていなかった。近

年は基本的な学校教育が拡大し、教育水準の高い国民が増えて

いる（インドの最近の経済成長の中心要素の1つであることに疑

問の余地はない）とはいえ、教育を受けていない成年人口比率は

徐々にしか下がらない。この教育水準の低さ、特に女性の教育水

準の低さが原因の1つとなって、インドの人口には急激な増加が

予測され、中国を抜いて世界最大の人口となる見通しにある。

韓国と同様の教育拡大を見込む楽観的な早期達成シナリオの下で

も、2050年のインドの教育分布はなおも不平等が大きく、相当な

数の教育を受けていない成人（その大半は年配層）をかかえるこ

とになる。しかしながら、このシナリオの下では、高等教育の急

速な拡大によって教育水準の高い若年労働力が生み出されること

にもなる。

韓国とインドの人口見通しに違いが生じる理由

BOX 4
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ある。早期達成シナリオの下で HDI低位国の
依存率の落ち込みは、標準シナリオ下と比べて
２倍以上となる。積極的な教育政策は、HDI中
位国と高位国に依存率上昇の抑制を可能にし、
高齢化への人口転換に伴う困難を和らげる。
　このような人口に関わる課題に取り組むに
は、生産的な雇用機会の拡大とともに教育達成
水準の引き上げが求められる──それは失業を
減らし、労働生産性を高め、女性と年配者を中
心に人々の労働力参加を高めることである。

新しい時代のガバナンスと
パートナーシップ

　南によって促された新たな取り決めとその結
果としての多元主義が、代替的な地域・準地域
システムを通じて直接的に、あるいは間接的に、
金融、貿易、投資、保健といった従来の多国間
主義の領域で既存の機構・プロセスに抗してい
る。世界や地域のガバナンスは、新しい枠組み
と旧来構造とのモザイク状態になりつつあり、
複数の形で集団的に培う必要が生じている。グ
ローバルな機構の改革は、場合に応じて、地域
的な機構に広範な権限も与えながら、地域的な
機構とのより緊密な協力によって補われなけれ
ばならない。組織の説明責任は、より幅広い
国々の集団、そしてより幅広いステークホル
ダー（利害関係者）の集団にも広げられなけれ
ばならない。
　現在の国際ガバナンスの機構と原則の多く
は、現実にそぐわない世界秩序のためにつくら
れたものである。その帰結として、現在の機構
には南の代表が大幅に不足している。国際機構
が存続するのであるとすれば、代表者と透明
性、説明責任を拡充する必要がある。実際に一
部の政府間プロセスは、大きな財政的・技術的・
人的資源を持ち込める南からの参加拡大によっ
て活力が高まるはずである。

　このすべてにおいて、各国政府が国家主権の
保持に懸念をいだくことは理解に難くない。し
かし、国家主権優先主義への過剰な固執はゼロ
サム（一方の利益が他方の損失となる）思考へ
行き着きかねない。より良い戦略は、責任ある
国家主権である。そこでは、
各国が公平なルールに基づい
て説明責任を備えた国際協調
に参画し、世界の福祉を高め
る集団的取り組みに参加する。
また、責任ある国家主権には、各国が人権と市
民の安全を確保することも求められる。この観
点に立つなら、主権は権利にとどまらず責任と
しても捉えられる。
　この変化する世界は、公共財の提供に深く関
わっている。早急な対応と協力を要するグロー
バルな国際問題の領域には貿易や移民、気候変
動などがある。公共財が地域機構によって提供
されうる場合もあるが、この場合、より大きな
多国間フォーラムで前進を遅らせる分極化を避
けることができる。しかしながら、地域協力の
拡大はデメリットも伴いうる。すなわち、複雑
で多層的かつ細分的な機構の混交をさらに深め
ることにもなる。したがって、ここでの課題は

「一体性のある多元主義」を実現し、あらゆるレ
ベルの機構を幅広く調整した形で機能させるこ
とである。
　国際統治機構の説明責任は、加盟国のみなら
ずグローバルな市民社会によっても確立されう
る。市民社会組織はすでに、援助や債務、人権、
保健、気候変動に関するグローバルな透明性と
ルール設定に影響を及ぼしている。今や市民社
会のネットワークは、新しいメディアと通信技
術を活用することができる。ただし、市民社会
組織は正当性と説明責任に疑念も向けられてお
り、望ましくない形態を取ることもありうる。
それでも今後の国際ガバナンスの正当性は、市
民ネットワークとコミュニティに対する機構の

概要

一部の政府間プロセスは
南からの参加拡大によって
活力が高まるはずである
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関与能力に依拠することになる。

結論──新しい時代のパートナー

　南の多くの国々がすでに、人間開発の前進を
生産的かつ持続可能な形で実現するためになさ
れうる事柄を実証しているが、まだその進展は
一部分でしかない。今後のために、本報告書は
5つの大まかな結論を示す。

南における経済力向上は、人間開発への
全面的コミットメントを伴わなければならない

　人間開発への投資は道徳的根拠によって正当
化されるだけでなく、教育と保健、社会福祉へ

の投資が、より競争的でダイナミッ
クな世界経済における成功へのカギ
ともなる。その投資は、貧しい人々
を市場に結びつけ、生計機会を高め
るため、ことに貧困層に向けられる
べきである。貧困は、決然とした行
動によって是正されうるし、また是

正されるべき不正義である。
　良好な政策立案には、個人の能力だけでなく
社会の能力を拡充することへのさらなる傾注も
求められる。社会機構のなかで職務を果たして
いる個人は、自分の開発可能性を制限、あるい
は高めている。人間の可能性に制約をもたらす
社会規範を変える政策、たとえば早婚や結婚持
参金などに対する規制は、個人が自分の可能性
を開拓するための、さらなる機会を切り開くこ
とになろう。

開発が遅れている国々は南の新興国の成功から
教訓を学び、恩恵を得ることができる

　南北双方における外貨準備と政府系ファンド
の前例ないほどの蓄積が、幅広い前進を加速さ

せる機会をもたらしている。それらのごく一部
分でも、人間開発と貧困撲滅に充てられれば多
大な影響を生み出せる。そして同時に南南間の
貿易と投資は、たとえば、地域およびグローバル
な価値連鎖への参加を通じて、開発機会を高め
る新しい形で外国市場の拡大につながりうる。
　急増している南南貿易・投資は、ことに開
発が遅れた地域と国々へ製造能力を移行させ
る基礎につながりうる。最近の中国とインドの
アフリカにおける合弁事業や製造業への初期
投資は、今後のさらに大きな力の呼び水とし
て作用している。国際生産ネットワークは、開
発途上国を高度な生産拠点に飛躍させること
によって開発プロセスの加速化を促している。

新たな機構とパートナーシップによって、地域統合と
南南間の関係強化を促進することができる

　新たな機構とパートナーシップによって、各
国間の知見、技術の共有が促されうる。南にお
ける貿易・投資を促進し、経験の共有を加速さ
せる、より強力な新しい機構が考えられる。1
つのステップとしては、南の多様性を結束力に
変えるための新しいビジョンを吹き込む「南委
員会」の創設であろう。

南と市民社会の発言力拡大によって、
グローバルな課題解決を加速できる

　南の台頭は、世界の舞台における声の多様化
につながっている。このことは、すべての関係
国を完全に代表し、世界の問題に対する解決策
の発見において多様性を生産的に活用するガバ
ナンス機構を築き上げる機会を意味している。
　国際組織の新たな指針として、南の経験を織
り込む原則が求められている。G20（主要20か国・
地域）の発足は、この方向の重要な1ステップで
あるが、南の国々はブレトン・ウッズ機関（世界

政府系ファンドの
前例ないほどの
蓄積が幅広い前進を
加速化させる機会を
もたらしている
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銀行と国際通貨基金）、国連などの国際機関に
おける代表権の平等化が必要である。
　国内および世界で積極的に活動する市民社
会と社会運動は、メディアを駆使して公正かつ
公平なガバナンスを求める声を強めている。運
動の広がり、そして主要なメッセージや要求を
伝える場の拡大とともに、ガバナンス機構はよ
り民主的で包摂的な原則の導入を迫られてい
る。さらに一般的に、公平性が高く不平等性の
低い世界には、多様な発言を受け入れるスペー
スと公共議論のシステムが求められる。

南の台頭は、公共財の供給拡大の
新たな機会を意味している

 持続可能な世界には、グローバルな公共財
の供給拡大が求められる。現在、グローバル
な問題は気候変動から国際的な経済・金融の
不安定、テロとの闘い、核拡散にいたるまで、
その数と緊急性を増している。これらの問題
はグローバルな対応を必要とする。しかし、
多くの領域において国際協調は遅れたままで
あり、時には危険なまでに消極的でさえある。
南の台頭は、グローバルな公共財のより効率的
な提供と行き詰まり状態にあるグローバルな
問題の打開に新たな機会をもたらしている。
　「公有」と「私有」は大半の場合、公共財の本
質的性質でなく社会契約の問題であるに過ぎ
ない。したがって、これらは政策選択の問題
である。国家レベルで供給が不足した場合に
は政府が介入できるが、グローバルな問題が
生じた場合は国際協調が必要であり、それは
多数の政府の自発的行動によってのみ実現す
る。差し迫った問題は多く、何が公有で何が
私有であるのかの決定を進めるには、真摯で
強力な個人的・機構的リーダーシップが必要
である。

* * * * *
　人間開発報告書2013は、現在のグローバル
な文脈を明らかにし、それとともに、世界の
政策立案者と市民が、ますます結びつきを強
める世界に針路を定め、拡大するグローバル
な課題に立ち向かうための道筋を描き出す。
本報告書は、世界のパワーと声と富がどのよ
うに変わりつつあるのかを説明する──そし
て、そのような21世紀の現実に対して必要な
新しい政策と機構を見極め、平等、持続可能
性、社会統合を伴う人間開発を提言する。人
間開発の前進には世界と国家、両方のレベル
での行動と機構が必要とされる。世界レベル
では、グローバルな公共財の提供に機構の改
革とイノベーションが求められる。国家レベ
ルでは、社会正義に対する国
家のコミットメントが重要と
なる。現実として各国の文脈、
文化、機構は多様であり、し
たがって画一的なテクノク
ラート的政策は現実的でも効
果的でもない。それでもなお、
全体にまたがる社会的一体
性、教育と保健と社会的保護
に対する国家のコミットメント、貿易統合に
対する開放化などの原則が、持続可能で平等
な人間開発へ導く手段として浮かび上がって
いる。

南の台頭は
グローバルな公共財の
より効率的な提供と
行き詰まり状態にある
グローバルな問題の打開に
新たな機会を
もたらしている。

概要
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2012年の人間開発指数（HDI）ランクと前年からの変動
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注：プラスまたはマイナスの数字および矢印は、2011～12年のランク変動を示す。算定に用いたデータの種別と計算方法はすべて共通。空白は変化がなかったことを示す。
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人間開発指数（HDI）

HDI最高位国
ノルウェー
オーストラリア
米国
オランダ
ドイツ
ニュージーランド
アイルランド
スウェーデン
スイス
日本
カナダ
韓国
香港
アイスランド
デンマーク
イスラエル
ベルギー
オーストリア
シンガポール
フランス
フィンランド
スロベニア
スペイン
リヒテンシュタイン
イタリア
ルクセンブルク
英国
チェコ
ギリシャ
ブルネイ
キプロス
マルタ
アンドラ
エストニア
スロバキア
カタール
ハンガリー
バルバドス
ポーランド
チリ
リトアニア
アラブ首長国連邦
ポルトガル
ラトビア
アルゼンチン
セーシェル
クロアチア

HDI高位国
バーレーン
バハマ
ベラルーシ
ウルグアイ
モンテネグロ
パラオ
クウェート
ロシア
ルーマニア
ブルガリア
サウジアラビア
キューバ
パナマ
メキシコ

人間開発指数（HDI）
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人間開発指数（HDI）

コスタリカ
グレナダ
リビア
マレーシア
セルビア
アンティグア・バーブーダ
トリニダード・トバゴ
カザフスタン
アルバニア
ベネズエラ
ドミニカ国
グルジア
レバノン
セントクリストファー・ネーヴィス
イラン
ペルー
マケドニア（旧ユーゴスラビア）
ウクライナ
モーリシャス
ボスニア・ヘルツェゴビナ
アゼルバイジャン
セントビンセント・グレナディーン
オマーン
ブラジル
ジャマイカ
アルメニア
セントルシア
エクアドル
トルコ
コロンビア
スリランカ
アルジェリア
チュニジア

HDI中位国
トンガ
ベリーズ
ドミニカ共和国
フィジー
サモア
ヨルダン
中国
トルクメニスタン
タイ
モルディブ
スリナム
ガボン
エルサルバドル
ボリビア
モンゴル
パレスチナ占領地域
パラグアイ
エジプト
モルドバ
フィリピン
ウズベキスタン
シリア
ミクロネシア
ガイアナ
ボツワナ
ホンジュラス
インドネシア
キリバス
南アフリカ
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バヌアツ
キルギス
タジキスタン
ベトナム
ナミビア
ニカラグア
モロッコ
イラク
カーポヴェルデ
グアテマラ
東ティモール
ガーナ
赤道ギニア
インド
カンボジア
ラオス
ブータン
スワジランド

HDI低位国
コンゴ
ソロモン諸島
サントメ・プリンシペ
ケニア
バングラデシュ
パキスタン
アンゴラ
ミャンマー
カメルーン
マダガスカル
タンザニア
ナイジェリア
セネガル
モーリタニア
パプアニューギニア
ネパール
レソト
トーゴ
イエメン
ハイチ
ウガンダ
ザンビア
ジブチ
ガンビア
ベニン
ルワンダ
コートジボワール
コモロ
マラウイ
スーダン
ジンバブエ
エチオピア
リベリア
アフガニスタン
ギニアビサウ
シエラレオネ
ブルンジ
ギニア
中央アフリカ
エリトリア
マリ
ブルキナファソ
チャド
モザンビーク
コンゴ民主共和国
ニジェール

人間開発指数（HDI）
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人間開発指数（HDI）

その他の国・地域
朝鮮民主主義人民共和国
マーシャル諸島
モナコ
ナウル
サンマリノ
ソマリア
南スーダン
ツバル

HDIランクごとのグループ
人間開発最高位国
人間開発高位国
人間開発中位国
人間開発低位国

領域
アラブ諸国
東アジア・太平洋諸国
欧州・中央アジア
ラテンアメリカ・カリブ海諸国
南アジア
サハラ以南アフリカ

後発開発途上国
小島嶼開発途上国
世界

注：指数の算出に用いたデータには年度のばらつきがある──完全な注記とデータの出所は、人間開発報告書2013（http://hdr.undp.orgで入手可能）の巻末「統計諸表」を参照。国の分類はHDIの四分位に基づく──HDIが全体の第4四分位（上位76%以上）にあれば

最高位国、第3四分位（51～75%）にあれば高位国、第2四分位（26～50%）にあれば中位国、第1四分位（25%以下）にあれば低位国となる。これまでの報告書では相対水準でなく絶対水準を用いていた。
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グローバル版『人間開発報告書』
人間開発報告書2013は、1990年から国連開発計画（UNDP）が刊行しているグローバルな人間開発報告書の最新版
で、種々のデータをもとに開発の課題、動向、政策を分析したものです。人間開発報告書2013に関連する資料として、
以下のような内容をhdr.undp.orgで入手できます。世界20か国語以上に訳されている本報告書の本体および概要
版、本報告書のために委託された人間開発リサーチペーパー、各国の人間開発指標をまとめたインタラクティブなマップ
およびデータベース、本報告書の人間開発指標に用いたデータの出所と方法論、各国のプロフィール、その他の基礎資
料。また過去のグローバル版、地域版、各国版人間開発報告書（HDR）もhdr.undp.orgですべて入手できます。

地域版『人間開発報告書』
UNDPの地域事務所の協力のもと、世界の主要開発途上地域に焦点を当てた地域版HDRも1990年代からまとめられ
ています。分析や明確な政策提言とともに、地域版HDRはたとえば次のような重要課題を取り上げています。アラブ諸
国における政治的エンパワーメント、アフリカにおける食料安全保障、アジアにおける気候変動、中欧における民族的少
数派のあつかい、ラテンアメリカ・カリブ海地域における不平等と市民の安全など。

各国版『人間開発報告書』
各国版HDRは1992年の初刊行以来、UNDPの支援を得て、世界140か国で各国の編集チームによりまとめられてい
ます。これまでに約700も刊行されているこれらの報告書は、現地での協議と調査を通じて、各国の政策議論に人間開
発の視点をもたらしています。各国版HDRは、気候変動から若者の雇用、ジェンダーや民族に起因する不平等にいたる
まで、開発に関わる多数の中心的問題をカバーしています。

■『人間開発報告書』についての、英文での詳細は、http://hdr.undp.orgをご参照ください。

また、『人間開発報告書2007/2008』、『人間開発報告書2009』、『人間開発報告書2010』、『人間開発報告書2011』
日本語版は、㈱阪急コミュニケーションズから発売されています（お問合せ：03-5436-5721　ホームページ：http://
hankyu-com.co.jp）。なお、1994年～2006年までの『人間開発報告書』日本語版のご購入については、UNDP駐日
代表事務所（03-5467-4751）までお問合せください。

1990～2013年の人間開発報告書

1990　 人間開発の概念と測定
1991　 人間開発と財政
1992　 人間開発の地球的側面
1993　 人々の社会参加
1994　 「人間の安全保障」の新しい側面
1995　 ジェンダーと人間開発
1996　 経済成長と人間開発
1997　 貧困と人間開発：貧困撲滅のための人間開発
1998　 消費パターンと人間開発：人間開発に資する消費とは
1999　 グローバリゼーションと人間開発：人間の顔をした
 グローバリゼーション
2000　 人権と人間開発：自由と連帯を目指して
2001　 新技術と人間開発：新技術を人間開発に役立てる
2002　 ガバナンスと人間開発：モザイク模様の世界に民主主義を深める
2003　 人間開発報告書──ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けて

2004　 人間開発報告書──この多様な世界で文化の自由を
2005　 人間開発報告書──岐路に立つ国際協力：
 不平等な世界での援助、貿易、安全保障
2006　人間開発報告書──水危機神話を越えて：
 水資源をめぐる権力闘争と貧困、グローバルな課題
2007/2008　人間開発報告書──気候変動との戦い：
 分断された世界で試される人類の団結
2009　 人間開発報告書──障害を乗り越えて：人間の移動と開発
2010　 人間開発報告書──国家の真の豊かさ：人間開発への道筋
2011　 人間開発報告書──持続可能性と公平性：
 より良い未来をすべての人に
2013　 人間開発報告書──南の台頭：多様な世界における
 人間開発
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　2 1 世紀は、急速に台頭する開発途上国の新たなパワーに

よってもたらされた世界情勢の大きな変化を目のあたりにし

ている。中国が日本を抜いて世界 2 位の経済大国となり、そ

のプロセスにおいて数億人を貧困から抜け出させた。インド

は、新しい起業の創造性と社会政策のイノベーションで未来

を変えている。ブラジルは国際関係の拡充と、世界が倣う貧

困削減プログラムによって生活水準を向上させている。

　しかし「南の台頭」は、それよりもはるかに大きな現象であ

る。インドネシア、メキシコ、南アフリカ、タイ、トルコな

どの開発途上国が世界の舞台で主導的存在になりつつある。

人間開発報告書 2 0 1 3 は、この数十年間に予想以上の人間開

発を達成し、さらにこの 1 0 年で進展を大きく加速させた開

発途上国を 4 0 か国以上を特定している。

　そのそれぞれが固有の歴史をもち、独自に開発の道筋を選

択している。しかし、そこには共通する重要な特徴があり、

多くの国が同じ課題に直面している。また互いに結びつきを

強め、相互依存を深めてもいる。そして世界の開発途上地域

全体の人々が、新たなコミュニケーション手段を通じて、自

分たちの考えを聞き入れるよう求める声を強め、政府や国際

機関に説明責任の向上を求めている。

　人間開発報告書 2 0 1 3 は、進みゆく「南の台頭」の要因と影

響を分析し、今後数十年にわたって世界全体の進歩拡大を促

しうる、新しい現実に根差した政策を見極める。そして、世

界のガバナンスシステムにおける南の発言力拡大を求めると

ともに、不可欠な公共財を提供するための南南間の新たな財

源を指摘する。分析に基づく新しい洞察、政治改革のための

明確な提言とともに、本報告書は、すべての地域の人々が共

通の人間開発への課題に公平かつ効果的に取り組む道筋を描

き出す。

「この報告書は、世界の開発の現状に関する私たちの理解を一新し、

多数の南の国での急速な開発の進展から、いかに多くのことが学べるかを教えてくれる」

──国連開発計画（UNDP）総裁　　ヘレン・クラーク（はじめにより）

「人間開発アプローチは、人間生活の成功と剥奪の理解、熟慮と対話の重要性の認識という

困難な作業における大きな前進であり、それを通じて世界の公平と正義を前進させる」

──ノーベル経済学賞受賞者　アマルティア・セン（第 1 章より）

「良いアイデアを独占する権利は誰にもない。だからニューヨーク市はこれからも、

他の都市や国々の成功事例に学び続ける」

──ニューヨーク市長　マイケル・ブルームバーグ（第 3 章より）

「成功を収めている開発途上国がたどっている多様な道筋を詳しく見ることによって、

すべての国と地域の政策オプションが広がる」

──本報告書主筆　ハリド・マリク（序文より）


